
プレスリリース

１．補正の考え方

２．補正後予算額

◎ 令和8年度への繰越事業について（別紙参照） （単位：千円）

　国道用地先行取得事業特別会計 1 27,750 27,750

　一般会計 28 1,371,235 1,228,417

　国民健康保険診療所事業特別会計 1 3,101 3,100

合　計 57,086,214 956,750 58,042,964

会計名称 件数 繰越額 備　考特定財源

 ① 病院事業会計 3,069,866 7,834 3,077,700

 ② 集落排水事業会計 223,348 2,994 226,342

3 企業会計 3,293,214 10,828 3,304,042

 ⑦ 港湾整備事業特別会計 22,000 0 22,000

 ⑧ 国道用地先行取得事業特別会計 271,000 0 271,000

 ⑤ 介護サービス事業特別会計 83,000 ▲ 1,317 81,683

 ⑥ 浄化槽整備推進事業特別会計 231,000 0 231,000

 ③ 後期高齢者医療事業特別会計 1,511,000 0 1,511,000

 ④ 介護保険事業特別会計 7,908,000 297 7,908,297

 ① 国民健康保険事業特別会計 6,673,000 0 6,673,000

 ② 国民健康保険診療所事業特別会計 144,000 670 144,670

2 特別会計 16,843,000 ▲ 350 16,842,650

1 一般会計 36,950,000 946,272 37,896,272

（単位：千円）

会計名称 補正前予算額 補正額 補正後予算額

令和 8 年度 6 月補正予算案（一般会計第1号等）の概要について

令 和 8 年 6 月 1 日

政策部財政経営課

本年度の当初予算は、市長選挙に伴い、経常的経費や継続事業を中心とした「骨格予算」として編成
しました。このため、６月補正予算は「肉付け予算」として、緊急性や必要性の高い事業を優先し、政
策的経費や新規事業等を予算計上しました。
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３．補正予算の内容

 (1) 一般会計補正予算（第1号）

　 ＜主な内容＞

① 補助事業の内定等によるもの

●

●

●

② エネルギー・食料品価格等高騰の影響に対応した支援に関するもの

●

●

●

●

③ その他、緊急を要するもの等

●

●

●

●

商工振興事業【産業政策課】5,400千円
　中小企業等経営改善資金利子補給金の利子補給率を拡大（2分の1から4分の3に引き上げ）して支
給するために必要な経費について補正を行います。

健康増進事業【健康課】2,904千円
（特定財源：保健衛生費県補助金1,300千円）
　40歳から70歳までの女性（5歳ごと）を対象として骨粗鬆症の検診を行うために必要な経費につい
て補正を行います。

介護サービス事業者等物価高騰対策支援事業【長寿介護課】12,755千円
（特定財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金12,755千円）
　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた介護サービス事業者等に対し、給付金（訪
問系事業所5万円、通所系事業所10万円、入所・入居系事業所（定員50人未満）15万円、入所・入居
系事業所（定員50人以上）25万円）を支給するために必要な経費について補正を行います。

障害福祉サービス事業者等物価高騰対策支援事業【福祉課】4,103千円
（特定財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金4,103千円）
　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた障害福祉サービス事業者等に対し、給付金
（訪問系事業所5万円、通所系事業所10万円、入所・入居系事業所（定員50人未満）15万円、入所・
入居系事業所（定員50人以上100人未満）25万円、入所・入居系事業所（定員100人以上）35万円）
を支給するために必要な経費について補正を行います。

保育等施設事業者物価高騰対策支援事業【保育幼稚園課】1,652千円
（特定財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金1,652千円）
　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた保育等施設事業者に対し、給付金（定員15
人までの施設15万円、定員35人までの施設20万円、定員60人までの施設25万円）を支給するために
必要な経費について補正を行います。

地域子ども・子育て支援事業における事業継続支援事業【子育て支援課】1,500千円
（特定財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金1,500千円）
　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた地域の子ども・子育て支援事業を運営して
いる事業者に対し、事業の継続を支援するために必要な経費について補正を行います。（一時預か
り事業2万5千円、地域子育て支援拠点事業2万5千円、放課後児童クラブ事業5万円）

社会教育施設管理事業【生涯学習課】75,443千円
（特定財源：社会教育施設整備事業債64,700千円）
　山本町生涯学習センターの空調設備改修工事を行うために必要な経費について補正を行います。

学習ＩＣＴ整備事業【学校教育課】10,114千円
　小中学校の電話交換機（ＰＢＸ）をクラウド化し、校務用携帯電話の導入による業務の効率化を
図るために必要な経費について補正を行います。

交通政策推進事業【地域戦略課】322,981千円
（特定財源：企画費国庫補助金240,000千円、地域公共交通アップデート支援事業費補助金
　 23,200千円、交通政策事業債21,900千円）
　自動運転ＥＶバスの実証運行及び路車協調システム（道路インフラと自動車が通信情報を共有す
ることで自動運転を補完するシステム）の実証実験に必要な経費について補正を行います。

小学校総務管理事業【教育総務課】122,050千円
（特定財源：学校施設環境改善交付金48,548千円、小学校施設整備事業債63,200千円）
　山本小学校及び財田小学校の屋内運動場空調設備整備工事を行うために必要な経費について補正
を行います。

戸籍住民基本台帳事業【市民課】96,642千円
（特定財源：地域未来交付金（デジタル実装型）41,042千円、情報通信基盤整備事業債50,100千円）
　窓口ＤＸサービス（書かない窓口）の業務システムを構築するために必要な経費について補正を
行います。
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（単位：千円）

No

1

2

3

4

5

6

7

8

ア　歳出／所属別 （単位：千円）

市  民
環境部

市 民 課 96,642 戸籍住民基本台帳事業96,642

環 境 衛 生 課 20,119 
火葬場管理事業12,718、集落排水事業会計繰出金
2,994、公害対策事業2,249

財 田 支 所 53 財田支所管理事業53

329,662 
交通政策推進事業322,981、地域コミュニティ支援事業
4,825、定住促進事業1,856

財 政 経 営 課 175 ふるさと三豊応援寄附事業175

産 業 政 策 課 100,408 

企業立地促進事業68,482、工業用水道対策事業7,227、
仁尾マリーナ管理事業5,772、商工振興事業5,400、観光
振興事業5,374、地域おこし協力隊事業4,056、離島振興
事業2,409

総務部
危 機 管 理 課 4,033 

防災一般費1,329、消防一般費1,300、消防施設一般経費
1,100

管 財 課 13,334 
共通物品・機器等維持管理事業7,755、本庁管理事業
5,280

政策部

地 域 戦 略 課

　交通政策事業債は自動運転実証事業及びデマンド交通の車両購入費に、河川改修事業債は首
山川外１河川の河川改修工事に、小学校施設整備事業債は山本小学校及び財田小学校屋内運動
場空調設備整備工事に充当するため、限度額を増額するものです。
　保健体育施設整備事業債は三野町体育センター天井等改修工事の計画変更に伴い、限度額を
減額するものです。
　情報通信基盤整備事業債は窓口ＤＸサービス業務システムの構築業務及び端末・機器購入費
に、まちづくり活動推進事業債は地域コミュニティ活動支援事業補助金に、保育所建設事業債
は豊中幼稚園空調設備改修工事などのこども園及び幼稚園の施設改修工事に、社会教育施設整
備事業債は山本町生涯学習センター空調設備改修工事に充当するため、新たに追加するもので
す。

所属名称 補正額 補正額の主なもの（数値は補正額）

総　計 217,500 437,400 219,900

〈理由〉

社会教育施設整備事業債 0 64,700 64,700

保健体育施設整備事業債 28,500 0 ▲ 28,500

河川改修事業債 116,000 131,000 15,000

小学校施設整備事業債 71,800 135,000 63,200

交通政策事業債 1,200 23,100 21,900

保育所建設事業債 0 27,700 27,700

情報通信基盤整備事業債 0 50,100 50,100

まちづくり活動推進事業債 0 5,800 5,800

【地方債の補正】

起債の目的 変更前 変更後 増減額
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イ　歳出／性質別 （単位：千円、％）

合　計 946,272 100.0 

繰 出 金 2,444 0.3 事務費繰出金3,291、その他の繰出金▲847

その他（維持補修費）2,558

補 助 費 等 125,344 13.2 その他（補助費）125,334

その他
の経費

物 件 費 539,240 57.0 
委託料323,156、備品購入費179,162、需用費
18,416、役務費3,061、旅費1,073、その他（物
件費）14,372

維 持 補 修 費 2,558 0.3 

投資的
経  費

普 通 建 設
事 業 費

235,097 24.8 単独事業費（普通建設）235,097

義務的
経  費

人 件 費 10,961 1.2 
委員等報酬6,533、時間外勤務手当1,697、期末
勤勉手当1,611

扶 助 費 30,628 3.2 補助事業（扶助費）30,628

性質別区分 補正額 構成比 補正額の主なもの（数値は補正額）

▲25,809 
保健体育推進事業8,871、宝山湖公園管理運営事業
4,000、体育施設管理事業▲38,680

合　計 946,272 

学 校 教 育 課 16,405 
学習ICT整備事業10,114、地域おこし協力隊事業3,637、
教育総務管理事業1,000

学 校 給 食 課 132 南部学校給食センター運営事業82
教　育
委員会
事務局

教 育 総 務 課 125,497 小学校総務管理事業122,050、中学校総務管理事業3,447

生 涯 学 習 課 76,789 
社会教育施設管理事業75,443、三豊市公民館活動推進事
業1,346

スポーツ振興課

土 地 改 良 課 2,029 農地総務費2,029

建設部
建 設 港 湾 課 31,408 

市管理河川維持事業16,000、市道維持管理事業7,000、
国土調査管理事業4,451、都市下水路事業2,457、単独県
費補助事業1,500

都 市 整 備 課 22,407 都市計画事業19,557、都市公園管理事業2,523

農政部
農 林 水 産 課 ▲10,257 

薬用作物産地化推進事業1,800、農業振興関係単独県費
補助事業▲12,605

長 寿 介 護 課 13,244 
介護サービス事業者等物価高騰対策支援事業12,755、高
齢者介護施設管理運営費1,691、介護保険事業特別会計
等繰出金▲1,220

子育て支援課 10,168 
放課後児童クラブ運営事業6,034、児童扶養手当支給事
業2,803

健　康
福祉部

健 康 課 8,738 
健康増進事業2,904、保健衛生費一般事業2,045、ひとり
親家庭等医療費支給事業1,402、重度心身障害者等医療
費支給事業1,402

保育幼稚園課 54,497 
幼稚園運営事業31,803、保育所運営事業7,142、民間保
育施設等補助事業6,748、認定こども園運営事業5,045、
保育所給食事業1,697、保育所総務管理事業1,244

福 祉 課 56,598 
生活保護扶助費（最高裁判決追加給付）33,137、障害者
福祉一般20,239、三豊市民生委員児童委員協議会
1,319、社会福祉一般事業1,100
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ウ　歳入 （単位：千円、％）

 (2) 国民健康保険事業特別会計補正予算（第1号）

　＜主な内容＞

 (3) 国民健康保険診療所事業特別会計補正予算（第1号）

　＜主な内容＞

 (4) 介護保険事業特別会計補正予算（第1号）

　＜主な内容＞

 (5) 介護サービス事業特別会計補正予算（第1号）

　＜主な内容＞

 (6) 病院事業会計補正予算（第1号）

　＜主な内容＞

 (7) 集落排水事業会計補正予算（第1号）

　＜主な内容＞

本件に関する問合せ先

　三豊市政策部財政経営課　

　℡：0875ｰ73-3010（直通）

　Email：zaisei@city.mitoyo.lg.jp

　西香川病院のデイケア棟屋上防水に係る工事請負費と車両購入費について補正を行います。

　大浜地区処理施設の真空弁部材購入費について補正を行います。

　財田町国保高齢者保健福祉支援センターの設備点検整備費について補正（組替）を行います。

　粟島診療所への医師輸送方法の変更等に伴う業務委託料について補正を行います。

　機構改革による人事異動に伴いシステム改修の委託料について補正を行います。

　人事異動に伴う人件費について補正を行います。

合　計 946,272 100.0 

諸 収 入 ▲113,101 ▲11.9 
その他総務費雑入2,755、その他教育費雑入▲
15,800、学校給食費現年度分▲100,056

市 債 219,900 23.2 

社会教育施設整備事業債64,700、小学校施設整備事業
債63,200、情報通信基盤整備事業債50,100、保育所建
設事業債27,700、交通政策事業債21,900、河川改修事
業債15,000、まちづくり活動推進事業債5,800、保健
体育施設整備事業債▲28,500

繰 入 金 309,476 32.7 
財政調整基金繰入金304,485、まち・ひと・しごと創
生応援基金繰入金4,100

財 産 収 入 10 0.0 市有建物貸付代10

寄 附 金 729 0.1 社会教育費寄附金729

国 庫 支 出 金 363,609 38.4 

企画費国庫補助金240,000、戸籍住民基本台帳費国庫
補助金41,042、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交
付金24,758、学校施設環境改善交付金23,689、生活保
護扶助費国庫負担金22,971、障害者福祉費国庫負担金
7,190、就労準備支援事業費補助金2,509、事務局費国
庫委託金1,000

県 支 出 金 165,649 17.5 

学校給食費県補助金137,046、地域公共交通アップ
デート支援事業費補助金23,200、保健体育総務費県委
託金5,922、保育所県補助金4,515、保健衛生総務費県
補助金1,300、遊休農地等利活用促進事業▲4,566、か
がわ園芸産地生産力強化対策事業▲4,591

款名称 補正額 構成比 補正額の主なもの（数値は補正額）
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別紙

令和７年度繰越明許費繰越事業

（単位：千円）

特定財源

一般管理諸経費 1,078 1,078 総 務 課

ガバメントクラウド移行事業 6,512 － 総 務 課

物価高騰対応生活者支援商品券事業 510,036 510,036 産業政策課

３ 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳事業 1,848 1,848 市 民 課

ひとり親世帯生活支援特別給付金支給
事業

17,683 17,683 子育て支援課

物価高対応子育て応援手当支給事業 20,874 4,589 子育て支援課

４ 衛生費 １ 保健衛生費 地球温暖化対策事業 25,003 25,003 環境衛生課

農業総務一般管理事業 59,417 59,416 農林水産課

農道維持管理費 3,600 － 土地改良課

単県土地改良事業 35,763 23,360 土地改良課

団体営土地改良事業 3,090 2,900 土地改良課

小規模ため池緊急防災対策事業 3,581 3,281 土地改良課

防災重点農業用ため池緊急整備事業 8,900 8,700 土地改良課

２ 林業費 林道維持管理事業 2,200 1,600 農林水産課

３ 水産業費 水産振興事業 4,170 2,500 農林水産課

市道維持管理事業 121,755 86,600 建設港湾課

市道舗装整備事業 81,000 76,900 建設港湾課

道路橋りょう国庫補助事業 85,619 82,623 建設港湾課

単独県費補助事業 36,617 35,800 建設港湾課

市単独道路橋梁新設改良事業 79,762 75,700 建設港湾課

市管理河川維持事業 46,408 44,000 建設港湾課

市管理河川改良事業 66,420 62,800 建設港湾課

４ 港湾費 港湾単独県費補助事業 7,042 6,700 建設港湾課

消防施設一般経費 38,137 33,100 危機管理課

避難所環境改善事業 80,072 40,000 危機管理課

２ 小学校費 小学校総務管理事業 3,785 3,400 教育総務課

保健体育推進事業 1,058 － スポーツ振興課

宝山湖公園管理運営事業 19,805 18,800 スポーツ振興課

1,371,235 1,228,417

（単位：千円）

特定財源

１ 総務費 １ 財田診療所管理費 施設管理諸経費 3,101 3,100 健 康 課

3,101 3,100

（単位：千円）

特定財源

１ 国道用地先行取得事業費 １ 国道用地先行取得事業費 国道用地先行取得事業 27,750 27,750 建設港湾課

27,750 27,750

担当課

合      計

合      計

【国民健康保険診療所事業特別会計】

款 項 事　業　名

合      計

担当課

【国道用地先行取得事業特別会計】

款 項 事　業　名
翌年度
繰越額

２ 道路橋りょう費

３ 河川海岸費

６ 農林水産業費

８ 土木費

翌年度
繰越額

９ 消防費 １ 消防費

１０ 教育費

６ 保健体育費

２ 総務費

３ 民生費 ２ 児童福祉費

１ 総務管理費

１ 農業費

【一般会計】

款 項 事　業　名
翌年度
繰越額

担当課
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